
（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 205,952 -221,231

経常収益 28,976,704 9,002,617

1,070,095 0

516,839 516,000

28,770,751 9,223,848
28,443,512 9,223,848

うち人件費 3,113,222 1,092,253
327,239 0

うち人件費 237,854 0
当期経常外増減額 0 0

0 0
0 0

470 0
205,482 -221,231

-410,456 0

84,797,098 -

当期増加額 39,739 -

0 -

当期減少額 0 -

84,836,837 -

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額

２　事業（施設）概要

【事業の概要】
健全な市街地の造成を図り、公共施設の整備改善及び宅地の利用の増進を図ることを目
的とし、市町から土地区画整理事業を受託

【都から交付された補助金等に係る事業の概要】

市町からの土地区画整理事業受託にあたり、市町への補助金相当額が東京都から交付金
として直接公社に交付され、施行地区内の工事費、補償費等に充当されることにより、土地
区画整理事業を促進

令和７年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名

土地区画整理事業

【本事業に含まれる都から交付された補助金等】

土地区画整理事業交付金

３　収支状況（単位：千円）

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

経常外収益
経常外費用

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 205,952 -151,718

経常収益 28,976,704 1,826,562

1,070,095 869,982

516,839 0

28,770,751 1,978,280
28,443,512 1,978,280

うち人件費 3,113,222 696,979
327,239 0

うち人件費 237,854 0
当期経常外増減額 0 0

0 0
0 0

470 0
205,482 -151,718

-410,456 0

84,797,098 -

当期増加額 39,739 -

0 -

当期減少額 0 -

84,836,837 -

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）
競争契約 委託 株式会社 広彩コンサルタント 東京支店11,831,956
競争契約 委託 株式会社 広彩コンサルタント 東京支店8,153,809
競争契約 委託 株式会社 八州 東京支社 17,822,200
特定契約 委託 一般社団法人 東京公共嘱託登記土地家屋調査士協会9,994,402
競争契約 工事 有限会社フジ興業 5,277,652
競争契約 委託 株式会社ＵＲリンケージ 20,735,000令和７年度相談窓口補助業務委託（十条）

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名
1 補助第28号線（大森駅）及び大森駅西口広場整備に伴う建物等調査算定業務委託7-1
2 補助第28号線（大森駅）及び大森駅西口広場整備に伴う建物等調査算定業務委託7-2
3 令和7年度木密地域私道等無電柱化推進事業補助業務委託
4 令和7年度埼京線連立事業及び鉄道付属街路事業に伴う嘱託登記補助業務（単価契約）
5 第二防災まちづくり地区金網柵設置その他工事7-1(単価契約)
6

経常外収益
経常外費用

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

２　事業（施設）概要

【事業の概要】
都市施設の用地取得及び道路整備工事等を受託実施する事業

【都との特命随意契約等の概要】
(1)沿道一体整備事業（2地区）及び延焼遮断帯形成事業（2地区）の道路用地取得及び補償業務
(2)延焼遮断帯形成事業（2地区）の用地取得に係る住民の生活再建支援及び相談窓口設置・運営
等
(3)第四次優先整備路線都市計画道路用地の先行取得業務
(4)優先的に整備する都市計画公園等用地の先行取得業務
(5)補助第85号線とJR埼京線十条駅付近との連続立体交差事業に係る用地測量及び事業用地の取
得・一時使用地の確保業務
(6)木密地域私道無電柱化推進事業の促進にあたる地元との合意形成に資する支援業務
(7)大規模盛土造成地における先行調査業務及び全体の調査計画検討業務
(8)宅地開発に際し無電柱化を検討する事業者への助成制度案内、ノウハウ提供等支援業務
(9)補助第28号線（大森駅）と大森駅西口広場整備に伴う事業用地取得及び補償業務

令和７年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名

都市機能更新事業
【本事業に含まれる都との特命随意契約等】
(1)用地取得に関する令和６年度協定
(2)令和６年度東京都市計画道路事業補助線街路相談窓口設置・運営等に関する協定
(3)都市計画道路用地の先行取得業務に関する令和６年度協定書
(4)都市計画公園・緑地用地の先行取得業務の委託に関する令和６年度協定
(5)道路（東京都市計画道路補助第85号線）と東日本旅客鉄道赤羽線（埼京線）十条駅付近との連
続立体交差事業に係る用地取得業務等に関する業務委託協定書
(6)令和６年度木密地域私道等無電柱化推進事業に関する協定
(7)既存盛土調査（大規模盛土造成地）の実施に関する令和６年度協定
(8)令和６年度宅地開発無電柱化推進事業に関する協定
(9)用地取得の委託に関する年度協定

３　収支状況（単位：千円）

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等



（様式１－１）

競争契約 委託 株式会社ＵＲリンケージ　　　21,450,000
競争契約 委託 株式会社 ジャパンアセスメントオフィス 3,051,290
競争契約 委託 公益社団法人 東京都建設事業協会4,508,180
競争契約 工事 ニューズ産業株式会社 7,643,708
競争契約 委託 昭和株式会社　東京支社 25,899,120
競争契約 委託 パシフィックコンサルタンツ株式会社9,592,000
競争契約 委託 協和補償コンサルタント 株式会社　東京支店18,370,000
競争契約 委託 NTTインフラネット 株式会社　首都圏事業部 3,770,648
競争契約 委託 株式会社 ジオリゾーム　東京営業所3,740,000
競争契約 工事 株式会社 表養樹園 8,140,000

件数 金額

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託

一般社団法人 東
京公共嘱託登記
土地家屋調査士
協会

9,994,402

16 観音寺森緑地先行取得地における用地管理その他工事（7-1）
非公表案件

〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名

4
令和7年度埼京線連立事業及び鉄
道付属街路事業に伴う嘱託登記補
助業務（単価契約）

特命理由
　本件（No.4）は、「道路（東京都市計画道路補助85号線）と東日本旅客鉄道赤羽線（埼京線）十条駅付近との連続
立体交差に係る用地測量等に関する令和7年度業務委託費について（協議）」（東京都建設局）及び「令和7年度赤
羽線（埼京線）付属街路（側道）の整備に関する協定」（北区）に基づく用地取得業務における土地の分筆登記に必
要な調査・測量、登記資料作成を行うため、土地家屋調査士法（以下、「法」という。）第63条に基づき、官公署等が
行う公共事業に伴う不動産登記（公共嘱託登記）を官公署等に代わって調査・申請等を実施するために設立された
一般社団法人東京公共嘱託登記土地家屋調査士協会に委託したものである。
　当該法人の設立の背景として、公共嘱託登記事案について適性を欠く内容のものが多く、この是正を図るため、
官公署等が委託しやすい土地家屋調査士で構成される法人組織を法務大臣の許可により設立することを法制化し
たものであり、これにより、官公署等から受託する公共嘱託登記についての責任体制を明確化している。そのため、
当該法人の業務は、事務所の所在地を管轄する法務局の長の監督下に置かれている。
　また、本業務については法第68条に基づき「調査士会に入会している調査士又は調査法人でない者（当該法人
は除く。）は業務を行うことができない。」となっている。
　以上により、公共嘱託登記事務について、法制度の趣旨を踏まえた適正かつ迅速な業務代行が可能なことに加
え、円滑に登記所との調整が遂行できる他に比類なき組織であることから、特命随意契約したものである。

7 令和７年度相談窓口補助業務委託（志茂及び原町・洗足）

15 令和７年度宅地開発無電柱化推進事業支援業務委託（その２）

12 令和7年度十条駅付近連続立体交差事業に係る事業効果調査（再評価）業務委託
13 北区十条駅周辺地区及び埼京線連続立体交差事業(東京都建設局)並びに鉄道付属街路事業(北区)建物等調査算定業務委託7-3
14 令和７年度宅地開発無電柱化推進事業支援業務委託（その１）

9 北区十条駅周辺地区及び埼京線連続立体交差事業（東京都建設局）並びに鉄道付属街路事業（北区）建物等調査算定業務委託7-2
10 第二防災まちづくり地区金網柵設置その他工事7－2(単価契約)
11 補助第26号線（大山中央）建物等調査算定業務委託7-1

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

8 北区十条駅周辺地区及び鉄道付属街路事業建物等調査算定業務委託7-1



（様式１－１）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特命理由

No. 契約件名



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 205,952 151,549

経常収益 28,976,704 11,547,302

1,070,095 24,636

516,839 0

28,770,751 11,395,752
28,443,512 11,395,752

うち人件費 3,113,222 843,310
327,239 0

うち人件費 237,854 0
当期経常外増減額 0 0

0 0
0 0

470 0
205,482 151,549

-410,456 0

84,797,098 -

当期増加額 39,739 -

0 -

当期減少額 0 -

84,836,837 -

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

独占契約 委託
東京都下水道
サービス（株）

75,802,100

件数 金額

２　事業（施設）概要

【事業の概要】

   都市の健全な発達及び公衆衛生の向上に寄与し、合わせて公共用水域の水質の保
全に資することを目的とし、下水道建設、維持管理業務等を都市町村から受託

【都との特命随意契約等の概要】
東京都流域下水道維持管理システム整備業務

令和７年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名

下水道事業

【本事業に含まれる都との特命随意契約等】

東京都流域下水道維持管理システム整備の委託に関する令和5年度協定

３　収支状況（単位：千円）

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

経常外収益
経常外費用

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1
令和7年度東京都流域下水道及び
多摩地域市町下水道維持管理シ
ステム整備作業

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 205,952 0

経常収益 28,976,704 3,052,307

1,070,095 175,478

516,839 0

28,770,751 3,052,307
28,443,512 3,052,307

うち人件費 3,113,222 71,115
327,239 0

うち人件費 237,854 0
当期経常外増減額 0 0

0 0
0 0

470 0
205,482 0

-410,456 0

84,797,098 -

当期増加額 39,739 -

0 -

当期減少額 0 -

84,836,837 -

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

競争契約 工事
三菱重工環境化
学エンジニアリン
グ株式会社

152,900,000

件数 金額

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

No.

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

資産（期末残高）

1

うち 都からの補助金等

管理費

経常費用
事業費

当期一般正味財産増減額

４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

契約件名

うち 都からの委託料

法人税等（再掲）

非公表案件

令和7年度東京都建設発生土再利
用センター大規模補修工事

【都との特命随意契約等の概要】

プラントでの土質改良及び料金徴収等業務

経常外収益
経常外費用

収支

団体　計

令和７年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

備考

１　事業（施設）名

２　事業（施設）概要

３　収支状況（単位：千円）

項目

東京都建設発生土再利用センター運営管理事業

【本事業に含まれる都との特命随意契約等】

【事業の概要】
公共工事の埋戻し材料などに利用するため、主に都区内の公共工事から発生する建設発
生土の受け入れ

令和6年度（2024年度）東京都建設発生土再利用センター運営管理に関する協定


